
Ｎｏ.１３

施策分類 広域圏の緑の整備・拡充 単独・関連

実施事業名 都市公園整備事業 国補・市単

施策事業名 都市公園整備事業 国・県・市

事業担当課 公園課 単独・連携

事業概要

・地方公共団体等が行う都市公園の整備を推進するための事業。

・国が定める政策課題に対応して国が交付する個別の補助金と、地方団体に

より裁量的に執行できる統合的な補助金がある。

国の補助 市町村の負担

公園用地 1／3 2／3

公園施設 1／2 1／2

116百万円事業実績等 19年度事業費

Ｈ19年度実施事業

・千秋公園整備事業（H8～） ------- 個別補助

・太平山リゾート公園整備事業(H元～) ------- 統合補助

現行の課題

・統合補助事業の新規採択

平成15年度から、国が都市公園等統合補助事業の補助対象要件を設定し、

一人当り公園面積10㎡を上回る市町村においては、緑化重点地区整備事業

以外の都市公園等統合補助事業の新規箇所の採択を行なわない方針を示し

ている。

よって、既に公園面積16.62㎡／人を有する本市では、平成19年度も上記

２公園の整備を進めているが、新たな公園に着手できない状況となってい

る。

今後の取組

・総合公園等大規模公園も含め、今後、市民に身近なところに位置する公園

の新設や再整備を効率的に実施するため 「秋田市緑の基本計画」における、

緑化重点地区の区域の統合や拡大のほか、公園密度の希薄な区域への新設

を目指す。



【 】Ｎｏ.１３ 裏

太平山リゾ－ト公園整備実績

年度 財源 金額 事業内容

国 費 1,451,000 花公園入口部分整備
～13 起 債 2,890,700 ｸ゙ ﾗｳﾝﾄ゙ ｺ゙ ﾙﾌ場一部整備

一 般 1,348,872 　敷地造成、植栽基盤、植栽、排水工ほか
計 5,690,572
事業費累計 5,690,572
国 費 70,000 花公園入口部分整備（園路広場）

14 起 債 52,500 ｸ゙ ﾗｳﾝﾄ゙ ｺ゙ ﾙﾌ場整備　A=2.8ha
一 般 20,334 　敷地造成、植栽基盤、植栽、排水工ほか
計 142,884 事業費142.834千円（国補140,000千円　単独2,834千円）
事業費累計 5,833,456
国 費 60,000 花公園入口部分整備（植栽工）　A=0.2ha

15 起 債 45,000 ｸ゙ ﾗｳﾝﾄ゙ ｺ゙ ﾙﾌ場整備　A=2.8ha
一 般 24,668 　休憩所・四阿新築、植栽、舗装工ほか
計 129,668 事業費130,320千円（国補120,000千円　単独9,668千円）
事業費累計 5,963,124
国 費 10,000 花公園入口部分整備（植栽工A=0.2ha）

16 起 債 9,000 　法面緑化工　893千円
一 般 1,893
計 20,893 事業費20,893千円（国補20,000千円　単独893千円）
事業費累計 5,984,017
国 費 40,000 花公園ｾﾝﾀー ｶﾞー ﾃ゙ ﾝｿ゙ ﾝー整備

17 起 債 36,000 コニファーガーデン
一 般 4,000 敷地造成工、植栽、舗装工、散策園路ほか
計 80,000 事業費80,000千円（国補80,000千円）
事業費累計 6,064,017
国 費 40,000 花公園ｾﾝﾀー ｶﾞー ﾃ゙ ﾝｿ゙ ﾝー整備

18 起 債 36,000 ローズガーデン
一 般 5,000 敷地造成工、植栽、舗装工、流れ、散策園路ほか
計 81,000 事業費81,000千円（国補80,000千円　単独1,000千円）
事業費累計 6,145,017



Ｎｏ.１４

施策分類 広域圏の緑の整備・拡充 単独・関連

実施事業名 人にやさしい公園づくり再整備事業 国補・市単

施策事業名 人にやさしい公園づくり再整備事業 国・県・市

事業担当課 公園課 単独・連携

事業概要

・年齢・性別・障害の有無に関係なく、全ての人が安全で気軽に公園を利用

できるようにするため、計画的に公園の園路等の整備、トイレの水洗化、

遊具設置､フェンスの設置等を行なう。

公園施設 100％

5.9百万円事業実績等 19年度事業費

Ｈ19年度実施事業

・遊具設置等（５箇所）

更新遊具 ６基

・フェンス設置（２箇所・延長150ｍ）

現行の課題

・本事業は市の独自方策として、既存公園の老朽施設の更新と併せトイレや

園路などのバリアフリー対応を計画的に行なっていくことを目指し、策定

された事業であるが、市の一般財源でまかなわれるため、年々、充当予算

は縮小されている。

・一方、地域の公園では経過年数とともに老朽した施設が数多く残っており、

本市の財政状況では地域の更新要望に応じることが困難となりつつある。

・このことから、公園ごとの一体的再整備への対応がままならない状況であ

るほか、１施設あたり更新経費が大きいトイレの水洗化も、一向に進まな

い状況となっている。

今後の取組

・トイレや園路のバリアフリー更新は経費も大きいことから、今後、可能な

限り国庫補助制度を活用すべく計画を見直していく。
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人にやさしい公園づくり再整備事業

山王官公庁緑地整備工事 千円

㎡

㎡

山王官公庁緑地整備工事 千円

㎡

㎡

山王官公庁緑地整備工事 千円

㎡

㎡

山王官公庁緑地整備工事 千円

㎡

㎡

Ｈ15整備内容

ＩＬＢ再設置

2, 500

擬石平板再設置 4

擬石平板再設置 31

193

自然石舗装

擬石平板再設置

169擬石平板再設置

Ｈ14整備内容

3, 000

Ｈ13整備内容

6, 000

自然石舗装 689

Ｈ12整備内容

10, 500

公園・緑地再整備状況

22

擬石平板再設置 25

350



Ｎｏ.１５

施策分類 広域圏の緑の整備・拡充 単独・関連

実施事業名 緑化重点地区整備事業 国補・市単

施策事業名 緑化重点地区整備事業 国・県・市

事業担当課 公園課 単独・連携

事業概要

・地方公共団体等が行う都市公園の整備を推進するための事業。

・市町村が策定する「緑の基本計画」に基づき、緑化の推進を重点的に図る

べき地区の公園の再整備を執行する補助事業である。

国の補助 市町村の負担

公園用地 1／3 2／3

公園施設 1／2 1／2

165百万円事業実績等 19年度事業費

Ｈ19年度実施事業

・新屋駅周辺地区（H18～H22）

新屋西第一街区公園

新屋西第二街区公園

・山王官公庁周辺地区（H14～H19）

楢山明田街区公園

現行の課題

・本市は、少子高齢化の進展などにより、身近な緑化の拡充が求められてい

る中で、これまでの公園については、土地区画整理事業や民間の開発事業

に整備を依存してきた経緯から整備率が頭打ちとなっている。

よって、今後、古くて設備の整っていない公園など利用頻度の少ない公園

を再整備をすることにより市民が利用しやすい公園に整備し直す必要があ

る。

今後の取組

・今後 「秋田市緑の基本計画変更計画」における緑化重点地区の既存区域の、

拡充・統合・区域の新設により、緑化を目的とした公園未整備地域の解消

や市民に身近な街区公園・児童遊園地など比較的小規模な公園の再整備を

より効率的に行い、地域防災を含めた都市緑化の推進を図る。
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Ｈ17 21,000

140,000

秋田駅周辺地区
（完了）
465ha

土崎駅周辺地区
（完了）
310ha

地区名 実施期間

７～10

小計

9公園168,410

拠点第一街区公園、中通六丁目街区公園

花畑街区公園、新屋大川町第二児童遊園地、

川元松丘街区公園、川尻総社後街区公園、御休下第
一街区公園

16公園

40,000
通り穴第一街区公園、通り穴第二街区公園、市場西
第一街区公園、前谷地近隣公園

土崎駅東第三街区公園、本山町街区公園、将軍野東
三丁目街区公園

雄物岸街区公園、琴平第一街区公園

31,000

35,300

53,050

35公園

小計 10公園

下夕野街区公園、若葉町街区公園、川尻中島街区公
園

H16年度迄の合計 624,464 35公園

山王官公庁周辺地
区　（継続）
293ha

140,350

山王第二街区公園、大町三丁目街区公園

Ｈ７

Ｈ８

Ｈ９

事業費

緑化重点地区整備事業概要

堀反街区公園、中通六丁目街区公園、広面長沼街区
公園、広面街区公園、広面釣瓶町街区公園、広面野
添街区公園、手形中谷地街区公園、広面谷地眼街区
公園、広面高田街区公園、広面鬼頭街区公園、広面
小沼街区公園、中通三丁目街区公園、土手谷地街区
公園

堀反街区公園、中通六丁目街区公園、中通三丁目街
区公園、広面谷地眼街区公園、広面野添街区公園、
広面高田街区公園、広面鬼頭街区公園、広面街区公
園

Ｈ15

Ｈ14

Ｈ10

小計

14～17

Ｈ16

Ｈ13

11～13

Ｈ11

Ｈ12

新屋西第一街区公園、新屋西第二街区公園

40,000

70,000

84,410

44,000

41,000

拠点第一街区公園、鬼頭第二街区公園、楢山明田街
区公園

86,704

336,704

川尻山ノ下街区公園、沼田近隣公園

年度 整備公園

合計

小計

645,464計

255,000

Ｈ18

Ｈ19

35,000Ｈ20

35,000

900,464 44公園

9公園

大川端帯状近隣公園、新屋大川町緑地

新屋表町街区公園

新屋駅周辺地区

（継続）

169ha
18～22

Ｈ21

Ｈ22

61,000

83,000

新屋大川町第一児童遊園地、新屋新町街区公園



Ｎｏ.１６

施策分類 河川空間の緑化 単独・関連

実施事業名 河川改修事業（市施工分） 国補・市単

施策事業名 河川改修事業（市施工分） 国・県・市

事業担当課 道路建設課 単独・連携

事業概要

・準用河川宝川：太平川合流点から上流1,100ｍを改修区間として、

Ｓ６０～Ｈ１６の計画で築堤護岸と河道掘削時の改修を

行い、流下能力の向上を図る （国補助）。

・普通河川古川：古川排水樋門より上流約２７０ｍを改修区間とし、

Ｈ１２～１８の計画で、築堤護岸と河道掘削等の改修を

行い、流下能力の向上を図る （市単独）。

災害の未然防止を図る治水対策事業

国補助 １／３

65百万円事業実績等 19年度事業費

・Ｈ１９年度事業

古川 護岸工 L=140m（両岸 、設計委託一式）

現行の課題

・現在の施工区間について一旦休止し、新たな区間の改修工事を行うた

め、計画を変更するが、関係者への説明が必要である。

今後の取組

、 。・新たな区間の改修工事については 関係者の意見などを聴いて行う



Ｎｏ.１７

施策分類 河川空間の緑化 単独・関連

実施事業名 河川環境整備事業 国補・市単

施策事業名 河川環境整備事業 国・県・市

事業担当課 道路建設課 単独・連携

事業概要

普通河川古川、準用河川宝川ほか５河川の河道閉塞部の浚渫等を行い、

大雨時の水害防止と周辺の環境整備を図る。

15百万円事業実績等 19年度事業費

・Ｈ１９年度事業

古川、宝川ほか 浚せつ等 Ｌ＝９７０ｍ

現行の課題

今後の取組

・継続して事業を行い、大雨時の水害防止と周辺の環境整備を図る。



Ｎｏ.１８

施策分類 街路樹整備の拡充 単独・関連

実施事業名 街路整備事業・幹線道路整備事業 国補・市単

施策事業名 街路整備事業・幹線道路整備事業・市街地 国・県・市

整備基盤事業

事業担当課 道路建設課 単独・連携

事業概要

道路ネットワークの強化・充実を図るため都市計画道路を整備する。

〈街路事業〉

土崎駅前線 外旭川新川線 明田外旭川線（手形工区）

秋田環状線外１線（築山工区） 泉外旭川線（泉工区）

〈市街地整備基盤事業〉

新都市大通線 上北手雄和線

〈幹線道路整備事業〉

割山南浜線 南部中央線

街路事業：国補助 50％ 交付金事業：国補助 55％

地方特定道路事業：起債90％

2,506百万円事業実績等 19年度事業費

・Ｈ１９年度事業

土崎駅前線：駅前広場、街路築造工事、用地取得(C=389百万円)

外旭川新川線：用地取得、補償(C=915百万円)

明田外旭川線：街路築造工事(C=23百万円)

秋田環状線外１線：用地取得、補償、街路築造工事(C=184百万円)

新都市大通線及び上北手雄和線：用地取得 街路築造工事(C=170百万円)、

南部中央線：JR横断工事、道路築造工事(C=820百万円)

割山南浜線：調査・測量(C=5百万円)

うち街路樹整備費、整備量

新都市大通線：高木植栽 L=438.5m 74本 (C=3百万円)

現行の課題

（街路樹関係）

・周辺の環境・景観に考慮した樹種の選定が難しい。

今後の取組

（街路樹関係）

・継続して事業を推進するとともに、周辺の環境景観に配慮して樹種

を選定する。



Ｎｏ.１９

施策分類 住宅地の緑化 工場地帯の緑化 単独・関連

実施事業名 緑化普及事業 国補・市単

施策事業名 自然環境保全事業 都市緑化推進事業 国・県・市

事業担当課 公園課 工業労政課 単独・連携

事業概要

・地域の良好な生活環境を創出し都市緑化推進のため、緑地協定締結者に

苗木交付の支援を行っている。

０．９百万円事業実績等 19年度事業費

Ｈ18年度

緑地協定用苗木購入費用（御所野地区）

現行の課題

・緑地協定の区域内の土地は、協定が定められた後に所有者になった場合

についても効力が及ぶため、緑の維持管理など、永続的に緑が確保され

ていない。

今後の取組

・地域の住民が一体となり取り組む緑地協定は、住宅地の緑化に対し有効

な制度であるため、今後とも開発時等に緑地協定制度の活用について事

業者等に理解を求める。また、工場等の緑化についても緑化の実効性を

確保するため、関係する法律との効果的な連携を図る。
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Ｎｏ.２０

施策分類 屋上空間等の緑化 単独・関連

実施事業名 緑化施設整備計画認定制度 国補・市単

施策事業名 緑化施設整備計画認定制度 国・県・市

事業担当課 公園課 単独・連携

事業概要

・建築物の屋上・壁面や空地など敷地内を緑化する緑化施設整備計画を市長

が認定し、事業者が緑化に関して固定資産税（償却資産）の特例措置を受

けることができる制度。

対象地区 緑化重点地区

認定要件 敷地面積500㎡以上、緑化面積は敷地面積の20％以上

固定資産税 整備後５年間は課税標準1/2

－ 百万円事業実績等 19年度事業費

Ｈ18年度実績

・ホームページで緑化施設整備計画認定制度を紹介し、制度の周知を図った。

・緑化施設整備計画認定制度のＰＲ用リーフレットを作成して、(社)秋田県

建築設計事務所協会など５団体に配付し、制度の周知を図った。

現行の課題

・周知期間が十分でなかったことなどから、今のところ同計画を取り入れた

事業所は無い。

今後の取組

・都市の緑化を推進するため、引き続き周知を図っていく。



Ｎｏ.２１

施策分類 開発行為等に伴う指導 単独・関連

実施事業名 自然環境保全事業（自然環境現況調査） 国補・市単

施策事業名 自然環境保全事業 国・県・市

事業担当課 環境保全課 単独・連携

事業概要

秋田市自然環境保全条例に基づき、市民等との協働の推進や自然環境保

全地区の指定および開発行為等への指導、助言により、多様で豊かな自然

環境を保全・回復・創出する。

1.2百万円事業実績等 19年度事業費

・自然環境保全条例による開発行為の届出についての書類審査（助言・指導）

届出件数 Ｈ17年度：23件 H18年度：21件

・Ｈ１９年度事業

○自然環境調査関係

河辺・雄和地区 予備的な現地調査の実施、自然環境調査研修会の

、 。開催 学識経験者による合同打ち合わせ会の開催

旧市域 平成16年度自然環境調査のモニタリング調査。

○市民活動計画の推進

身近な自然環境を保全するため、既存の市民活動計画認定団体を支

援し、新たな活動団体等の認定を目指す。

現行の課題

・河辺・雄和地区の自然環境の現況を把握すること。

・秋田市自然環境保全条例に基づく市民活動計画の新たな認定を促すこ

と。

・事業者や市民等の活動に際し、身近な自然環境へ自主的な配慮を行っ

てもらうこと。

・優れた自然環境を確実に保全すること。

今後の取組

・河辺・雄和地区における自然環境調査を実施する。

・秋田市自然環境保全条例に基づき「市民活動計画」として認定した団

体を支援し、その活動のＰＲする。

・希少な動植物の生息地や優れた自然環境については、条例に基づく自

然環境保全地区指定などにより保全し、保全計画を策定する。

・自然環境調査結果に関する情報を市民、事業者等へ提供する。


